
○制度の概要

低所得で生計が困難な方に対して、介護保険サービスを行う社会福祉法人等がその社会的な役割の一環として、利用者負担額を軽減するものです。また、法人が軽減の際に負担した費用の一部を、公費(市・県・国)で助成します。
○軽減対象者の要件について

次に掲げる要件を全て満たす方のうち、その方の収入、世帯の状況、利用者負担額等を総合的に勘案し、市長が生計維持困難と認めた方、及び生活保護受給者の方。
（１）市民税世帯非課税であること。

（２）年間収入が単身世帯で１，５００，０００円、世帯員が１人増えるごとに５００，０００円を加算した額以下であること。
　　　※障害年金・遺族年金などの非課税年金収入や仕送り、年金生活者支援給付金など、あらゆる収入を含みます。ただし、事業収入等については、必要経費と認められるものについて収入額から控除することとします。
（３）預金額、有価証券等の額が単身世帯で３，５００，０００円、世帯員が１人増えるごとに１，０００，０００円を加算した額以下であること。

（４）世帯がその居住の用に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に活用し得る資産を所有していないこと。

（５）市町村民税が課されている者に扶養されていないこと。

（６）介護保険料を滞納していないこと。

○軽減の割合等について

利用者負担の４分の１（老齢福祉年金受給者については２分の１）を軽減
生活保護受給者については、（地域密着型）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）並びに短期入所生活介護の利用における個室の居住費（滞在費）に係る自己負担額についてのみ対象で全額免除

○軽減の対象となる費用について

	介護サービスの種類
	
	軽減対象費用

	訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	
	介護サービス費（１割負担分）

	夜間対応型訪問介護
	
	介護サービス費（１割負担分）

	通所介護
地域密着型通所介護
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費

	認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費

	小規模多機能型居宅介護

介護予防小規模多機能型居宅介護
複合型サービス
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費、宿泊費

	短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費、滞在費

	介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費、居住費

	第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業（※１）
	
	介護サービス費（１割負担分）

	第一号訪問事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（※２）
	
	介護サービス費（１割負担分）、食費


（※１）　総合事業のうち、介護予防・生活支援サービス事業の訪問型サービス（法第115条の45第1項第1号イ）に該当するもの
（※２）　総合事業のうち、介護予防・生活支援サービス事業の通所型サービス（法第115条の45第1項第1号ロ）に該当するもの
○軽減制度を利用するには、申請の手続きが必要です。

○社会福祉法人等利用者負担軽減確認証の有効期限について

有効期間は認定月の初日から７月３１日までです。引き続き負担の軽減を受ける場合には更新が必要となります。
○申請に必要なものについて

（１）社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認申請書

（２）社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認申請に係る収入・資産等申告書（※生活

保護受給者の場合は不要）
（３）添付資料（※生活保護受給者の場合は不要）
①申請者及びその属する世帯全員の収入状況がわかるものの写し（収入には、課税　年金収入のみならず、障害年金・遺族年金などの非課税収入や仕送り、年金生活者支援給付金等も含まれます。）
年金支払通知書、給与等の源泉徴収票、給与支払明細書、確定申告書
等申告された収入を証する書類
②世帯全員の預貯金等の状況がわかるものの写し

預貯金通帳（普通・定期等）、有価証券、債権等
○軽減実施事業所
対象となる事業所は、和歌山県及び和歌山市に軽減実施の申し出をした社会福祉法人が運営する事業所です。軽減実施の申し出がされていないサービスはこの事業による軽減は受けられません。

○生活保護受給者の個室利用
同事業を活用することにより、生活保護受給者の利用者負担の金額免除が実施されれば、生活保護制度における介護保険施設の個室利用を認める要件の一つである「施設側が利用者の収入状況等にかんがみ、利用者から居住費の徴収を行わない場合」に該当するため、生活保護受給者も介護保険施設の個室等の利用が可能となります。

○個人番号について
原則として個人番号を記載していただきますが、個人番号が記載されていないことをもって申請を受け付けないということはありません。なお、本人が個人番号を把握していないなど番号の確認が困難な場合は介護保険課において、住民基本台帳の確認等によって個人番号の確認を行います。
※個人番号の記載に伴い、下記の添付書類が必ず必要となります。
（１）本人が申請する場合（本人の番号確認と身元の確認が必要です）



①番号確認




通知カード、個人番号カード又は個人番号が記載された住民票の写しのうち１点


②身元の確認




個人番号カード、運転免許証など（顔写真付きのものであれば１点）


介護保険被保険者証、介護保険負担割合証、医療保険被保険者証など


（顔写真がついていないものであれば２点以上）



（２）代理人が申請する場合
（代理権の確認、代理人の身元の確認と本人の番号確認が必要です)
①代理権の確認




法定代理人の場合は、戸籍謄本その他その資格を証明する書類

任意代理人の場合は、委任状又は本人の介護保険被保険者証など

②代理人の身元の確認




代理人の運転免許証など
（顔写真付きのものであれば１点、顔写真がついていないものであれば２点以上）
③本人の番号確認




本人の通知カード又はその写し、本人の個人番号カード又はその写し、本人の個人番号が記載された住民票の写しのうち１点




（３）郵送で申請する場合




上記の書類又はその写し

（４）代理権のない使者による申請の場合




郵送の場合と同様に、上記の書類又はその写しと一緒に、個人番号が見えないよう申請書を封筒に入れて提出してください。



○申請先及びお問い合わせ先
和歌山市役所　介護保険課　給付班

〒６４０－８５１１　　和歌山市七番丁２３番地　東庁舎２階

電話　０７３－４３５－１１９０
社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業について








利用者


要件に該当する場合は和歌山市に申請を行う。





利用者


事業所に「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を提示して利用料の軽減を受ける。





和歌山市


審査判定を行い、該当者には「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を交付。














1

